平成９年 商業統計調査の概要

１ 調査の目的

我が国の商業活動の実態を明らかにする。（指定統計第２３号）

２ 調査の期日

平成９年６月１日現在

なお、この調査は、昭和２７年以来２年ごと、昭和５１年以降は３年ごとに実施しており、これまでの調査期日は、次のとおりとなっている。

回
調査期日
調査の種類
回
調査期日
調査の種類

１
 昭和27年９月１日
卸売・小売業
１３
 昭和51年５月１日
卸売･小売業､一般飲食店

２
 昭和29年９月１日
〃
１４
 昭和54年６月１日
卸売･小売業､飲食店

３
 昭和31年７月１日
〃
１５
 昭和57年６月１日
〃

４
 昭和33年７月１日
〃
１６
 昭和60年５月１日
卸売・小売業

５
 昭和35年６月１日
卸売･小売業､一般飲食店
〃
 昭和61年10月１日
一般飲食店

６
 昭和37年７月１日
〃
１７
 昭和63年６月１日
卸売・小売業

７
 昭和39年７月１日
〃
〃
 平成元年10月１日
一般飲食店

８
 昭和41年７月１日
〃
１８
 平成３年７月１日
卸売・小売業

９
 昭和43年７月１日
〃
〃
 平成４年10月１日
一般飲食店

１０
 昭和45年６月１日
〃
１９
 平成６年７月１日
卸売・小売業

１１
 昭和47年５月１日
〃
２０
 平成９年６月１日
〃

１２
 昭和49年５月１日
〃




３ 調査の範囲

調査期日現在、日本標準産業分類「大分類Ｉ－卸売・小売業、飲食店」に属する事業所のうち飲食店を除くすべての事業所（以下「商店」という。）を対象とした。

ただし、次に掲げるものは調査の対象から除かれている。

　① 国に属するもの

　② 営業の場所が一定していないもの又は営業のための固定設備のないもの

　③ 有料施設内に設けられているもの

　④ 調査期日前、引き続き３か月（平成９年３月～５月の間）以上休業しているもの

４ 調査の方法

商店の申告義務者が自ら記入する自計方式

５　調査の経路



通商産業大臣

県知事
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６ 主な用語の説明

　(1) 商店、商店数

商店とは、原則として商品を購入して販売する事業所であって、一般に卸売業、小売業といわれるものである。

商店数は、平成９年６月１日現在の数

　　（卸売業）

卸売業とは、主として次の業務を行う事業所をいう。

1 小売業者又は他の卸売業者に商品を販売する事業所

2 産業用使用者（工場、鉱山、建設、官公庁、学校、病院、ホテルなど）に業務用として商品を販売する事業所

3 製造業者が別の場所に経営している自社製品の卸売事業所                 例えば、家電メーカーの支店が、自社製品を問屋等に販売している場合、その支店は卸売事業所となる。

4 商品を卸売し、かつ同種商品の修理を行う事業所（修理料収入の方が多くても同種商品を販売している場合は、修理業とせず卸売業とする。）

5 他人又は他の事業所のために商品の売買の代理行為を行い、又は仲立人として商品の売買のあっせんを行う事業所

　　  ☆　一般的な卸売業の例

卸売商、問屋、商社、商事会社、製造業の販売事業所、貿易商、仲買人、農産物集荷業

　　（小売業）

小売業とは、主として次の業務を行う事業所をいう。

1 主として個人用（個人経営の農林漁家への販売を含む。）又は家庭用消費のために商品を購入し、販売する事業所

2 商品を小売し、かつ同種商品の修理を行う事業所（修理料収入の方が多くても同種商品を販売している場合は、修理業とせず小売業とする。）           ただし、修理を専業としている事業所は修理業となり、修理のために部品などを取り替えても商品の販売とはみなさない。

3 製造小売業                                                      製造した商品をその場所で個人又は家庭用消費者に販売する事業所（洋服店、菓子店、パン屋、豆腐屋、建具屋、畳屋、調剤薬局などにこの例が多い。）

4 ガソリンスタンド

5 主として無店舗販売を行う事業所で、主として個人又は家庭用消費者に販売する事業所（訪問販売、通信販売の事業所など）

　(2) 従業者数

平成９年６月１日現在で、主としてその商店の業務に従事している者をいい、個人事業主と無給家族従業者、会社・団体の有給役員、常時雇用従業者（平成９年４月と５月にそれぞれ１８日以上雇用され、かつ調査日現在も継続して雇用されている臨時の者を含む。）をいう。

　(3) 年間商品販売額

平成８年６月１日から平成９年５月３１日までの１年間の商品販売額

　(4) その他の収入額

平成８年６月１日から平成９年５月３１日までの１年間の商品販売額以外の事業による収入額をいい、次のものが含まれる。

① 修理料

商品を販売するかたわら、販売商品に関連した修理で得た収入額をいう。

② 仲立手数料

他人又は他の事業所のために仲立人として商品売買のあっせんを行い、その仲立行為から得た手数料をいう。

③ 製造業出荷額

製造した製品を出荷した場合の出荷額をいう。

なお、主として製造小売を行っている商店が併せて卸売も行っている場合の卸売販売額も含まれる。

④ サービス業収入額

販売商品に関連しない各種修理、クリーニング、ＤＰＥ取次手数料などサービスの提供により得た収入額をいう。

⑤ 上記以外の収入額

①～④以外のその他の収入額をいう。

ただし、営業外収益（受取利息、受取配当金など）や特別利益（固定資産売却益、前期損益修正益など）は除く。また、個人経営の商店において、家族が他の事業所から得た給与収入も除く。

　(5) 商品手持額

平成９年６月１日現在で、商店が販売する目的で保有している手持商品の金額をいう。

　(6) 商品販売形態（小売業のみ）

1 店頭販売 … 店頭で商品を販売した場合をいう。

2 訪問販売 … セールスマン等が家庭などを訪問して商品を販売した場合をいう。

3 通信・カタログ販売 … カタログ、テレビ、ラジオ等の媒体を用いてＰＲを行い、消費者から郵便、電話、銀行振込などの通信手段による購入の申し込みを受けて商品を販売した場合をいう。

4 自動販売機による販売 … 商店が管理している自動販売機で商品を販売した場合をいう。

5 その他 … 生活協同組合の「共同購入方式」や新聞、牛乳などの月極め販売及び上記以外の販売形態で商品を販売した場合をいう。

　(7) 売場面積（小売業のみ）

小売業者が商品を販売するために、実際に使用している売場の延べ床面積

ただし、牛乳小売業、自動車（新車、中古車）小売業、畳（製造、非製造）小売業、ガソリンスタンド及び新聞小売業は除く。

　(8) 開店時刻及び閉店時刻（小売業のみ）

平成９年６月１日現在の開店、閉店時刻をいう。

ただし、牛乳小売業及び新聞小売業は調査をしていない。（統計表中、営業時間「不詳」として表現している。

　(9) 来客用駐車場（小売業のみ）

平成９年６月１日現在で、来客の自動車を一時的に保管できる場所をいう。

· 専用駐車場とは、自己所有又は契約等により、その商店が単独で使用できる来客用の駐車場をいう。

· 共用駐車場とは、他の商店等と共用で使用しており、その商店が単独で使用できる区画が明確になっていない来客用の駐車場をいう。

· 駐車場台数とは、満車の状態で収容できる台数をいい、一日の延べ収容台数ではない。

 (10) 大規模小売店舗

「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」（昭和48年法律第 eq \o\ad(109,　　　　)号）で規定する建物

・第一種大規模小売店舗 eq \o\ad(　…　,　　　　)店舗面積が 3,000㎡以上ある建物

・第二種大規模小売店舗 eq \o\ad(　…　,　　　　)店舗面積が 500㎡を越え 3,000㎡未満の建物

・特定大型店 eq \o\ad(　…　,　　　　)大規模小売店舗内商店のうち、次の規模の商店

  売場面積が 3,000㎡以上の第一種大規模小売店舗内商店

  売場面積が 500㎡以上の第二種大規模小売店舗内商店

・テナント店 eq \o\ad(　…　,　　　　)大規模小売店舗内商店のうち、特定大型店を除く商店

なお、売場面積規模別の統計表において、「3,000㎡未満」の第一種大規模小売店舗と「500㎡未満」の第二種大規模小売店舗があるが、その理由は次のとおりである。

1 大規模小売店舗内にある商店のうち、主として小売する商店を集計の対象としているので、小売する商店であっても主たる事業が、他の小売業者への販売等の卸売である場合やサービス業等の他の産業であった場合は、集計の対象から除かれていること

2 大規模小売店舗内の通路等、小売商店が他の入居者と共用する面積が除かれていること

７　産業分類の格付け

  (1) 一般的な産業分類の格付方法

取扱商品が単品の場合は、商品分類番号５桁のうち上位４桁で、細分類を決定する。

取扱商品が複数の場合は、原則として次の方法による。

1 まず、年間商品販売額のうち、卸売、小売のそれぞれの販売額を比較して、いずれが多いかによって卸売業か小売業かを決める。

2 次に、販売額のうち商品分類番号の上位２桁で最も多いものによって中分類業種を決め、その中分類に属する商品のうち商品分類番号の上位３桁で最も多いものによって小分類業種を決める。

3 さらに、その小分類に属する商品のうち商品分類番号の上位４桁で最も多いものによって細分類業種を決める。

　(2) 例外的な産業分類の格付方法

① 「4811　各種商品卸売業」

卸売業の小分類番号(491) から(539) までのうち、生産財(491､512､513､514) 、資本財(511､521､522､523､529) 、消費財(492､501､502､531､532､539) の３財の商品を卸売し、各財別販売額が卸売販売額の10％以上の商店で、従業者が 100人以上の商店

② 「4819　その他の各種商品卸売業」

卸売業の小分類番号(491) から(539) までのうち、生産財、資本財、消費財の３財の商品を卸売し、各財別販売額が卸売販売額の50％に満たない商店で、従業者が100人未満の商店

③ 「5411　百貨店」

衣（中分類　55）、食（同　56）、住（同　57､58､59）にわたる商品を小売し、そのいずれも小売販売額の10％以上70％未満の商店で、従業者が50人以上の商店

④ 「5499　その他の各種商品小売業」

衣、食、住にわたる商品を小売し、そのいずれも小売販売額の50％に満たない商店で、従業者が50人未満の商店

⑤ 「5611　各種食料品小売業」

「56　飲食料品小売業」の小分類番号(562) から(569) までのうち、３つ以上の小分類に該当する商品を小売し、そのいずれも飲食料品小売販売額の50％に満たない商店

⑥ 「5991　たばこ・喫煙具専門小売業」

「59911 たばこ・喫煙具」の販売額が、小売販売額の90％以上ある商店。90％に満たないときは、たばこ・喫煙具以外の商品の販売額によって格付けする。

８　統計表等に用いた記号等の用法及び注記

(1) 統計表中の記号

「－」
 該当がないもの又は調査していないもの

「０」
 端数四捨五入による単位未満のもの

「△、－」
 負数であることを示す（統計数値の前に付す。）

「Ｘ」
 個々の申告者の秘密が漏れる恐れがあるため秘匿した箇所

　(2) 単位未満四捨五入のため、内訳と合計が一致しないことがある。

　(3) 年間商品販売額の実質額は、次式により算定している。

実質販売額＝名目販売額／物価指数

· 物価指数は、卸売業については卸売物価指数（総合）の平成２年＝100 の数値を、小売業については静岡県消費者物価指数（商品）の平成７年＝100 の数値を商業統計調査期に合わせて用いた。

　(4) 売場面積に関する計算式は、次のとおりである。

① 売場面積１㎡当たりの年間商品販売額＝売場面積をもつ商店の年間商品販売額計                                        ／売場面積計

2 １商店当たりの売場面積＝売場面積計／売場面積をもつ商店数計

3 従業者１人当たりの売場面積＝売場面積計／売場面積をもつ商店の従業者数計

　(5) 小売業の業態分類

通商産業省が業態分類の見直しを行ったことに伴い、新定義で集計した。（平成６年分も新定義で再集計）主な変更点は次のとおりである。

なお、新定義は別紙１、旧定義は別紙２のとおりである。

① 業態区分の変更

「その他の総合スーパー」、「その他の商品小売店」及び「その他」の区分を廃止し、「中心店」及び「その他の小売店」の区分を追加した。

② コンビニエンスストアの売場面積等


新定義
旧定義

売場面積
 ３０～２５０㎡未満
 ５０～５００㎡未満

取扱商品
 食料品を取り扱っていること
 　　　　　　－

営業時間
 １４時間以上
 １２時間以上又は閉店時間２１時以降

③ 専門スーパーの売場面積


新定義


旧定義



 売場面積


 ２５０㎡未満


 ５００㎡未満



　(6) 地域ブロックは、次のとおり９地域（県行政センター単位）に区分した。

伊豆県行セ
下田市、賀茂郡

熱海県行セ
熱海市、伊東市

東部県行セ
沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、田方郡、駿東郡

富士県行セ
富士宮市、富士市、富士郡

中部県行セ
静岡市、清水市、庵原郡

志太榛原県行セ
島田市、焼津市、藤枝市、志太郡、榛原郡

中遠県行セ
磐田市、掛川市、袋井市、小笠郡、周智郡（森町）、磐田郡（浅羽町、福田町、竜洋町、豊田町、豊岡村）

北遠県行セ
天竜市、周智郡（春野町）、磐田郡（龍山村、佐久間町、水窪町）

西部県行セ
浜松市、浜北市、湖西市、浜名郡、引佐郡

　(4) 表中及び図中の産業分類の名称で、一部略記したものがある。

９　その他

この報告書は、静岡県が独自に集計したものであるため、後日通商産業省が公表する数値と相違する場合がある。

　問い合わせ先

　〒420-8601　静岡県静岡市追手町９－６

　　　　　　　静岡県企画部経済統計室商工係

　　　　　　　電話　054-221-2240,2248



商業統計調査指導員








